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Ⅰ はじめに

金沢星稜大学において，9つのプラズマモニターを組み

合わせた「9画面プラズマモニター」が導入されたのは，

2007年 4月である。当初の設置目的は，来客者が必ず通

る一階の玄関口が，暗くて殺風景であるため，その場を明

るくすることであった。

このプラズマモニターは，大学をはじめとする学校など

教育現場，企業，公的機関といった組織において，従来，

紙で張り出していた情報を，紙の張り替えの必要なしに切

り替えや更新ができる媒体としての「電子掲示板」として

用いられることを念頭に置いていた。その中で，本学のプ

ラズマモニターの活用方法は，その設置形態や活用状況が

独創的であると製品製造元であるパイオニア社に受け止め

られ，同社のホームページにおいて紹介されている 2。

同製品を扱うパイオニア社によると，本学のように同製

品を定型的な情報の掲示板として以外の用途で積極的に用

いるケースは，法人の顧客において，見あたらないとのこ

とである。そのような背景から，本学でのこれらの取り組

みを記録，調査して，考察を加えることは有意義なことで

あると考える。

本稿は以下の順序で進めていく。Ⅱでは本研究の目的に

プラズマモニターの利害関係者に対する広報への活用1
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図表 1 9画面プラズマモニターの周辺写真



ついて述べる。Ⅲでは本研究の対象である金沢星稜大学

で実際に用いられてきた 9画面プラズマモニター用のオ

リジナルコンテンツについて，その一部を紹介する。Ⅳ

では，本学 9画面プラズマモニターに関連して，外部利

害関係者を対象に実施されたアンケートをもとに結果を

考察する。

Ⅱ 本研究の目的

大学はイメージが大切な組織である。時代や社会のニ

ーズにあった大学を目指すための取り組みは，これまで

も数多く行われてきた。本学においてもイメージアップ

戦略には複数のプロジェクトが存在しており，オープン

キャンパスの実施，カリキュラムの内容，ロゴマーク，

iPodの導入，新学部設置など多岐にわたっている。9画

面モニターは本学のイメージアップ戦略の一つとして導

入されたと考えられる。

大学のイメージ戦略は受験生への人気を高めるという

効果，学生の就職先としての企業への安心感および地域

に貢献姿勢を示すなど外部利害関係者へのメッセージと

いった目的がある。また，大学は企業と違い，構成員の

大半が 4年間で入れ替わるという特徴がある。そのため，

この 4年間という短期間に学生，教職員が一体感を持っ

て，一つの場を共有するためのなにかしらの方向性を示

す必要がある。

そのような役割の一つとして導入された 9画面モニタ

ーの今後さらなる活用を検討する目的でパイオニア株式

会社との共同研究を実施した。共同で研究することの本

学にとっての意義は，導入から 1年間の 9画面モニター

の活用をパイオニア株式会社とともに再度振り返り，さ

らなる有効活用についての助言を受けること，また，使

いきれていない機能や番組編成の改善提案を受けること

などが挙げられる。また，パイオニア社に対し，本学で

の 9画面モニター活用事例を提示することで，同社の営

業戦略や製品改良・開発戦略のアイディアを提供するこ

とを目的としている。

本稿では，本研究の一つの可能性である，外部利害関

係者への広報的活用可能性に焦点を絞って検討したい。

Ⅲ 本学オリジナルコンテンツの事例

9画面モニターが導入されてから，本学では様々なオリ

ジナルコンテンツを放映してきた。それら番組の一部を

紹介する。各番組の詳細や動画として記録したデータは

2008年度共同研究『プラズマモニターの教育活動現場で

の効率的活用』活動報告書に収録されている。

１　授業案内

２　授業風景

３　学内行事風景

４　学内行事案内

５　部活動・サークル活動風景

６　学生作成の動画

７　教職員特別活動

８　外部団体施設貸出案内

９　学生へのメッセージ

10 来客歓迎メッセージ

11 本学の TVCM

12 保護者のための就職ガイダンス

13 学内企業説明会

Ⅳ アンケート調査

1．アンケートの意図

寺井専務理事との意見交換から，本学のキャンパス電

子掲示板は，「来客を含む外部のお客様に対して，本学の

第一印象を明るくし，イメージアップにつなげたい」と

の意図で導入されたことが分かった。そこで，外部から

の来客，外部利害関係者を迎える各種イベントにおいて

アンケート調査を実施した。アンケートは以下のよう

な＜質問 1＞から＜質問 3＞で構成される。

＜質問 1＞

「キャンパス電子掲示板」に気づきましたか？

（はい　　　　いいえ　　の 2択）
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図表 2 アンケート用紙の例



＜質問 2＞

「キャンパス電子掲示板」で放映されていた番組がどの

ようなものか覚えていますか？

（はい　　　　いいえ　　の 2択）

＜質問 3＞

「キャンパス電子掲示板」に関する感想・意見をおきか

せください。（自由記述）

こうしたアンケート項目は一般的に実施されるコマー

シャルの視聴調査に用いられている 3。アンケートの対象

者に配布された用紙の例は図表 2にて示されている。

2．アンケートの実施

イベントは在籍中の学生の保護者が参加する「保護者

会」，本学への進学を考えている高校生が参加する「オー

プンキャンパス」，本学学生の採用を考えている企業が参

加する「企業説明会」「合同企業説明会」である。日程は

以下のとおりであり，計 8回実施し，回答数は 137であ

る。

2008年 9月 27日：保護者会

2008年 9月 28日：オープンキャンパス

2008年 10月 18日：オープンキャンパス

2008年 10月 18日：企業説明会

2008年 11月 1日：企業説明会

2008年 12月 6日：オープンキャンパス

2008年 12月 20日：保護者のための就職説明会

2009年 2月 14日：合同企業説明会

番組の種類は大学案内，TVCMおよびオリジナルの 3

種である。大学案内は学生生活の紹介写真，TVCMは学

生が登場する CM番組，オリジナルは動画とオリジナル

メッセージである。

３．アンケート結果

（1）集計

アンケートの結果は図表 4 に示されている。これは，

日付，イベント名称，番組の内容，バックミュージック

音楽の有無，質問 1，質問 2，質問 3（コメントの内容を

原文のまま転記した）の回答である。今回のアンケート

は本来の想定であった高校生，保護者，企業の人事担当

者などの外部利害関係者に的を絞って実施した。

－ 17 －

プラズマモニターの利害関係者に対する広報への活用 17

図表 3 企業説明会での 9画面モニター周辺の様子

図表 4 アンケート結果の集計
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（2）アンケート結果の検討

図表 4に示された全アンケートの結果をもとに，図表 5

では集計を実施した。割合については小数点以下 1位を

四捨五入している。

図表 6ではイベント別に，図表 7では番組別，図表 8

はバックミュージック音楽の有無の別に結果が示されて

いる。

アンケート結果の考察に際して，注目したいのは「認

知率」と「起想率」である。認知率とは，質問 1におい

て「はい」と記入した人の割合である。これは 9画面モ

ニターの存在に気づき，その存在を認知したと回答した

割合である。起想率とは，質問 1 で「はい」と記入し，

質問 2でも「はい」と記入した人の割合である。9画面モ

ニターの存在を認知し，さらに 9画面モニターにて放映

されていた番組を想い起こすことができる，番組内容を

思い出すことができると回答した割合である。

アンケート結果からは，認知率と起想率に関して「対

象者」，「番組内容」，「音の有無」の相違によって大きな

差が生じていないことがわかる。例えば，図表 6のイベ

ント別集計を見てみると，オープンキャンパス，企業関

連イベント，保護者関連イベントの各認知率は約 70％前

後であり，起想率は約 30％前後である。また，図表 7の

番組別や図表 8のバックミュージック音楽の有無を見て

も，ほぼ同様の結果を示していることがわかる。つまり，

9画面モニターは，イベントの種別，番組の種別および音

の有無に関係なく，一定の認知率，起想率を確保してい

ることが分かる。

（3）コメントを検討

次に，「認知」と「起想」に加えて質問 3のコメントを
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検討する。コメント欄をプラス評価とマイナス評価に分

類した結果，無回答は 49％，プラス評価は 41％，マイ

ナス評価は 10％であり，与える印象は非常に良いことが

分かる。さらにそのコメントの内容から「製品，コンテ

ンツ，環境」の三つの原因に分類を施した。「製品」を原

因とするものとは，9画面モニター自体に対するコメント

である。「コンテンツ」とは番組に対するコメント，「環

境」とは 9画面モニターの置かれた場所や回答者本人の

状況に対するコメントである。

①プラス評価のコメント

図表 9では，認知と起想をクリアしたコメントを記載

している。つまり，9画面モニターの存在に気づき，番組

の内容までも覚えているという回答の質問 3にプラスの

評価と捉えることができるコメントが記述されているも

のを集計した。

図表 10では，認知はしたものの，起想はできない回答

のコメント欄にプラスの評価と捉えられるものを記載し

ている。

－ 21 －
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②マイナス評価のコメント

次に，質問 3のコメント欄にマイナスの評価と判断さ

れるコメントを記述した回答を検討する。図表 12では，

認知と起想をクリアした上で，マイナスの評価のコメン

トを記述している。「画面が少し暗い」とのコメントに対

して，パイオニア社によると対象者が保護者であること

からも，加齢による目の疲れや焦点の具合で明るい外か

ら急に室内に入った場合，画面が暗く見える現象が他に

も報告されているとのことである 4。

図表 13では，認知はしたものの，起想はできない回答

のコメント欄にマイナスの評価と捉えられるものを記載

している。

図表 11では，認知，起想ともに不可であった回答のコ

メント欄にプラスの評価と捉えられるものを記載してい

る。これらは，いずれも環境が原因と考えられる。

図表 11では，認知，起想ともに不可であった回答のコ

メント欄にプラスの評価と捉えられるものを記載してい

る。これらは，認知も起想もされていないが，プラス評

価のコメントを残している。アンケート用紙に掲載され

ていた写真のみを見た感想を述べたものかもしれないが，

記述者が高校生であることを鑑みて，悪意はないものと

判断される。
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（3）アンケートのまとめと課題

今回のアンケートは本来の想定であった高校生，保護

者，企業などの外部利害関係者に的を絞ってアンケート

を実施した。対象者は保護者，高校生および企業人事担

当者である。番組の種類は大学案内，TVCMおよびオリ

ジナルの 3 種である。大学案内は学生生活の紹介写真，

TVCMは学生が登場する CM番組，オリジナルは動画と

オリジナル字幕メッセージである。

アンケート結果から問 1では存在に気づいた「認知率」

と番組まで覚えている「起想率」の二つに注目してみる

と「対象者，番組内容，音の有無」の相違によって結果

に大きな差が生じていない。つまり，何を放映しても一

定の認知率，起想率を確保していることが分かる。加え

て，コメント欄をプラス評価とマイナス評価に分類した

結果，無回答は 49％，プラス評価は 41％，マイナス評

価は 10％である。コメント記入数のみで数えるとプラス

評価は 80％，マイナス評価は 20％であり，与える印象

は非常に良いことが分かる。

パイオニア社では，こうした結果が得られた背景には

金沢星稜大学の置かれた土地が地方都市であることが原

因ではないかと推測していた 5。東京を含む大都市では，

大型モニターは至る所で目にすることができる。そうし

た環境で育った高校生を対象に同様のアンケート調査を

実施すると本学の 9画面モニターのインパクトは低くな

ることが予想される。

以上から金沢星稜大学に設置されている 9画面モニタ

ーは，製品そのものにインパクトがあるため，存在その

ものがコンテンツよりも強いアピールとなっている。今

後も地域に広く知れ渡り，訪問する外部利害関係者への

PRとして活用されるためには，「継続して長く使い続け

ること」が最大の要件となる。アンケートの結果，「金沢

星稜大学には他にないものがある」「そこに 9画面が存在

していること自体が素晴らしい」という結論に至った。

即時性を求め，コンテンツにこだわりすぎて使用が途絶

えることを避ける，担当者の負担を考慮すること，また，

本体機器の存在に意味があるため機器のメンテナンスや

定期的な清掃を行うという課題が見出せた。

Ⅴ おわりに

本共同研究の動機は，本学でのプラズマモニター製品

設置形態の特殊性，利用状況の先進性に関し，製造元で

ある企業から指摘を受けたことで始まったものである。

本学での取り組みの記録ならびに今後の利用を中心とし

て扱っている。本研究は，本学にとっても，今後その製

品を利用する組織においても，本学の設置形態・利用状

況がベンチマーキングとして紹介されることを通し，本

学が，組織における新しいコミュニケーションの仕組み

作りに取り組む機関として認知されるというメリットを

生み出す可能性がある。一方，企業側としては，その製

品の利用状況に関し，本学共同研究により調査・考察さ

れた結果を今後の製品計画ならびに営業戦略に落とし込

むことが可能となる。これら双方のメリットを生み出す

共同研究は，今後，外部機関を巻き込む研究スタイルの

一つとなれば幸いである。
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〈注〉

1 本稿は金沢星稜大学 2008年度共同研究「プラズマモニター
の教育活動現場での効率的活用」の成果の一部をまとめたも
のである。本研究は，奥村実樹（経済学部・研究代表者），
高木亮一（経済学部），寺井嘉治（稲置学園），二口聡（情報
基盤センター），山h泉（経済学部），鶴田明久（パイオニア
株式会社コーポレートクリエイティブセンターブランド戦略
室・管理グループ），原澤直希（パイオニア株式会社コーポ
レートクリエイティブセンター宣伝部・クリエイティブ統括
室長），菊池武史（パイオニア株式会社コーポレートクリエ
イティブセンター宣伝部・クリエイティブ統括室Web制作
グループマネージャー）の 8名で実施された。

2 パイオニア株式会社ホームページ内 http://pioneer.jp/biz/
case/kanazaw/index.html （2009年 4月 8日）

3 電通リサーチ（http://www.dentsuresearch.co.jp/： 2009年
4月）News Releaseなどを参照のこと。

4 2009年 3月 30日パイオニア社にて打ち合わせ。パイオニア
社参加者：鶴田・原澤・菊池，本学参加者：高木・奥村・山
h。詳細については，金沢星稜大学 2008年度共同研究「プ
ラズマモニターの教育活動現場での効率的活用」の成果報告
書を参照のこと。

5 同上。
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